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　本連載シリーズは，人事組織の
形態，役割分担と責任，ビジネス
側から人事部門への期待に焦点
を当てて，人事部門の改革（HR 
Transformation）に関する先進事
例の紹介や今後への提言を示して
きた。最終回は総括として，出遅
れた日本の人事はどのようにガバ
ナンスを立て直していくべきかを
整理したい。

グローバル本社が担うべき
人事機能の弱さ

　海外進出，M＆A，大規模人員
削減，グループ経営ガバナンス強
化等，日本企業はこの数年間で大
胆な経営変革を行ってきた。特に
ビジネスのグローバル展開という
波は大きく，人事部門もその変化
に呼応する形で人事制度・人事情
報システム・要員管理・タレント
マネジメント等のグローバル対応
を進めている。このような状況下
で日本企業は「日本の事業会社」
と「グローバル本社」の 2つの側
面を持っており，「日本の事業会
社」としてのプレゼンスは小さく
なる一方で「グローバル本社」の
性質は強まっている（図表 1）。

　しかし，残念ながら日本の人事
はグローバル本社のリーダーシッ
プを十分に発揮できておらず，効
果的な施策を全世界に対してうま
く打ち出せていないケースが多
い。推進している場合でも運営や
責任の主体が日本本社側になく，
海外の主要法人（例：北米）の人
事チームが主導権を握っており，
日本本社がフォロワーになる逆輸
入方式で進めている場合が多い。

組織・業務・人材・システム
・地域からの考察

　出遅れた日本の人事は，ガバナ
ンスをどのように立て直すべき
か。本連載では主に組織・業務・人
材・人事情報システム・地域の 5
つの観点から考察を試みてきた。
（1）組織の観点＝仏作って魂入れ

ず状態からの脱却
　第 1回（グローバル人事組織の
必要性，鵜澤・平野），第 5回（ホ
ールディングス運営に求められる
人事組織，沖津・大谷），第 8回
（いま求められる国内拠点の人事
機能変革，出崎・大久保）の章で
主に言及した組織設計面における
改善点は，先進グローバル企業の

組織形態をベンチマークし，その
型を模倣するだけで終わってしま
う“仏作って魂入れず”状態から
の脱却である。
　当たり前の話であるが，自社の
ビジネス（顧客）に付加価値を出
しやすい組織形態に変えることが
大事なのであって，例えば特定の
事業部門はグローバルビジネス展
開をしていて，他の部門はローカ
ル単位での地域分散型展開モデル
であれば，すべての事業体を単一
のグローバル組織（COE/HRBP/
Operationの 3組織に分けるグロ
ーバルHRサービスデリバリーモ
デル，第 1回参照）にする必要は
ない。また，ホールディングス人
事と各社人事の分離（第 5回参
照），国内における工場，研究所，
営業支店等の拠点再編（第 8回参
照）が行われたとしても，実態は
HRBP（HRビジネスパートナー）
と肩書きだけ変わっただけで本来
的に期待される事業部門への価値
貢献や人事コンサルタント的な働
き方とは程遠く，今まで通りのオ
ペレーション中心の働き方のまま
であったり，ホールディングス人
事を作っても人事企画機能を分離
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できずに各社人事側にも機能を併
存させたり，国内拠点は集約して
もそこの人事部員は変わらず“よ
ろず何でもサポート係”のままで
あったりしては組織変更の意味は
ない。ガバナンスを利かせ，効率
的で実行性の高い組織に変わるた
めにも，過去からの慣性による曖
昧な役割分担や従来的な働き方を
払拭する必要がある。その新しい
組織で働く人々が期待役割通りの
新しい働き方ができるよう意識づ
けと行動徹底も重要である。
（2）業務の観点＝ビジネス主導の変
革と標準化アプローチの再考

　第 2回（ビジネス主導の人事組
織への変革，榎本・熊田）や第 3
回（社内イノベーションの創出を
支援する役割，原田・川北）の章
では，人事部門への期待役割が変
化していることに言及した。歴史
上，過去に何度か繰り返されてき
た人事変革と近年のそれとは根本
的に何が違うのか。1つの答えは，
近年の人事変革はこれまでのよう
な人事部門内部で自律的に進めて
きた改革とは異なり，完全に“ビ
ジネス主導”で行われている人事
変革だということである。ビジネ
ス側の加速する事業展開（グロー
バル化，M＆A等）に背中を強く
押される形で組織・人事面でのて
こ入れが行われている。つまり人
事の業務とは人事のオペレーショ
ンではなく，ビジネスに付加価値
を生み出すことであると改めて喚

起しておきたい。
　また，第 4回（グローバル人事
モデル移行時のルール形成，鵜
澤・山本）で指摘したように高付
加価値業務にシフトするためにも
まずはオペレーション業務を極力
標準化すべきであるが，その方法
論を多くの日本企業が間違えてい
ることに早く気づき，軌道修正す
ることを期待したい（図表 2）。
（3）人材の観点＝カウントダウン
方式での早期育成とスモール
スタートからの展開

　第 4回（グローバル人事モデル
移行時のルール形成，鵜澤・山本）
や第 6回（グローバルタレントマ
ネジメントの実践的展開手法，高
柳・小野）の章では，昨今話題に
上ることが多い，グローバルモビ
リティ（人材の流動化）とグロー
バルタレントマネジメントについ
て言及した。
　ここでの改善点は，組織設計同
様にグローバルスタンダードな仕
組みやルールだけを表面的に輸入
しても日本企業では機能せず，そ

の仕組みの背景にある意図まで正
しく理解し，実際の運用を見直す
ことにある。例えばサクセッショ
ンマネジメントの本質はカウント
ダウン方式のエリート人材育成で
ある。経営リーダーが現れるのを
成り行きで待つのではなく，意図
的に育て上げるためにマイルスト
ーン（あと何年以内にこのハード
ルをクリアする）を細かく決めて，
定期的にモニタリングとサポート
を行わねばならない。育成する立
場にある現在の経営リーダーも次
の後継者候補達も真剣勝負で次の
成長ゴールやそこに至るまでの残
された時間を互いに強く意識して
進めないとうまくはいかないの
だ。また第 6回で指摘したように
タレントマネジメントの要素（サ
クセッションマネジメント，学習
履歴管理，パフォーマンスマネジ
メント，採用等）を一気呵成に短
期間でグローバル対応に移行でき
る力を持っている人事部門は稀で
ある。着実に成功モデルを積み重
ねるスモールスタートアプローチ

図表 1　日本本社の“グローバル本社機能”と“日本の事業会社機能”に関する重要性シフト

日本本社は「日本の事業会社」と「グローバル本社」の2つの側面を持つ
ビジネスのグローバル化の進展で「日本の事業会社」としてのプレゼンスは
小さくなるにつれて，「グローバル本社」の性質は強まる一方である
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も一考に価するはずだ。
（4）システムの観点＝クラウドシ
ステムによるスピーディなプ
ラットフォーム化

　第 7回（次世代人事情報システ
ムの構築と効果的な活用，馬島・
堀口）と第 9回（クラウド人事情
報システム導入を成功させるプロ
ジェクトガバナンス，鈴木，堀口）
の章は，旬な話題ながらその概念
や導入手法，事例がほとんど知ら
れていないクラウド人事システム
を取り上げた。人事ガバナンスを
グローバルに利かせようと考えた
ときに，人事情報や人材情報の可
視化は重要であり，その観点から
人事システムというプラットフォ
ームの整備は非常に有効である。
特にクラウドは従来のモデルに比
べると自由にカスタマイズや追加
開発ができないという機能制約が
ある一方で，従来よりもスピーデ
ィで安価な導入が現実的にできつ
つある。人事システムも組織や人

材の仕組みと同様に，箱だけを整
えても中身が伴わなければ意味が
ない。グローバルガバナンス強化
に向けて，今後数年間のグローバ
ル人事システムの導入ロードマッ
プ作りとその実行は必ず役に立つ
はずだ。
（5）地域の観点＝既成概念の払拭と
本社とローカルの関係性再考

　第10回（中国市場での人事ガ
バナンスのあり方，澤田・白）と
第11回（東南アジアの日系企業
がかかえる人材マネジメント上の
課題，坂田・高柳）では日本にと
って地理的・経済的に非常に密接
な関係がある中国と東南アジアを
取り上げた。現地に長期駐在して
いるコンサルタントの見方は多く
の読者の既成概念と少し異なって
いたかもしれない。例えば中国の
労働市場や就労観には誤解が多
く，政治的な対立があったとして
も実際の日本企業には現地で多く
の人材獲得・育成のチャンスがあ

る。また，東南アジアはかつての
低賃金製造拠点から重要戦略拠点
にすでに変貌し，求められる人材
要件や人材マネジメントのあり方
も変わってきている。中国と東南
アジア共通の改善事項として挙が
ったのは，これまでの成功モデル
を尊重しながらも時流に合わせて
日本本社側の関与を強めるべきだ
という指摘である。欧米市場とは
対照的に，アジア市場においては
歴史的・地理的な関係性の深さか
らあえてOJT，現場任せで“日本
式マネジメント”を何とか横展開
させて，やりくりしてきた企業も
多いはずだ。しかし成長スピード
が加速するアジア市場で，そのや
り方は曲がり角に来ている。本社
人事よりも現地駐在員のほうが現
地の諸事情に通じていて，依然と
して現場の声が強く反映されたロ
ーカル最適な運用が主体となって
いるが，今後は地域横断での人材
交流や組織運営が進む。その際は，
本社側がきちんとリーダーシップ
を取り，グローバル最適なマネジ
メントの指針を出すことが求めら
れるはずだ。

データマネジメントで
仕組み化の実効性向上へ

　最後にガバナンスとは何かとい
う原点に立ち戻りたい。実際のガ
バナンスとは単に組織をコントロ
ールするだけでなく，“企業の競
争力を高める”というポジティブ

図表 2　最適な標準化や集約化アプローチ

多くの企業は標準化や集約化プロジェクトの進め方を見誤ることで，プロジェクトの頓挫やコ
スト効率が向上しない状況に直面する。太字は，デロイトが数多く手がけた大規模・複雑・グ
ローバルな人事機能改革に基づく最適な方法論。

標準化すべき範囲

グローバル地域
国内
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国内
事業単位

合意形成・意思決定方法標準化と集約化の優先順位

導入アプローチ
１つのフェーズで
全社・全機能を実現

複数の中間モデルを
段階的に展開

機能軸単位または
国単位で段階的に展開

事業単位で
段階的に展開

パイロットモデルを確立し，
迅速に横展開

国内
子会社

先進的な日系企業はすでに本社だけ
でなく，国内子会社までを含めた全
体標準化を積極的に推進。グローバ
ル化を志向するなかで，地域（アメ
リカ，欧州，アジア）単位またはグ
ローバルで1つの標準プロセスに揃
えることもすでに行われている。

標準化と集約化
を同時並行

集約化してから
標準化を推進

標準化して
から集約化

シェアードサービスやアウトソーシ
ングを専門ビジネスとしている企業
への外部委託を除き，プロジェクト
推進能力や改善ノウハウ不足の観点
から社内SSCでは集約後の標準化
はほぼ不可能。先んじた標準化の取
り組みが必須。

大規模・複雑なプロジェクトでは1フェーズでいきなり最終形を目指すことはリスクが高く，多くの場合回避
することが賢明。各社が複数の中間モデルを目指したり，事業単位で展開する進め方もユーザーへの影響，次
の段階に向かう労力，全体の整合性を取る困難さを考慮すると現実的に取るべきではない。改革に成功した企
業では，パイロットモデルからの横展開か機能単位か国単位での展開を採用しているという共通性がある。

コンサル
テーション

ボトムアップ
の全体調整

トップダウンに
よる指示・決定

少数の代表者
と合意

大規模・複雑なプロジェジェクトで
は強引なトップダウンも積み上げの
ボトムアップも合意形成・意思決定
は有効に機能しない。少数の代表者
グループによる判断か，コンサルテ
ーション（専門家的アプローチで事
実と論理，体系化された方法論によ
る説得）が望ましい。
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で戦略的な意味合いがある。人事
ガバナンスを考えることは，自社
がグローバル競争に勝ち抜くため
に人事部門がどのような付加価値
を発揮すべきかを考えることに他
ならない。ガバナンスの手法とは
3つに大別される。
①仕組み化によるガバナンス
②ビジョン・ミッション・バリュ
ー浸透（価値観・Way）によ
るガバナンス
③人によるガバナンス
　伝統的に日本企業が得意として
きたのは，②のWay浸透と，③の
人によるガバナンスだ。しかしこ
れは浸透するまでに時間と手間が
かかり，特に多様性のあるグロー
バル展開やM＆A局面ですぐに効
果を発揮するのは難しい。そこで
ガバナンス強化策として日本企業
が数年来意識してきたのは①の仕
組み化によるガバナンスの強化で
ある。実際に組織・業務・人材・
システムのいずれの要素において
も日本企業は先進欧米企業の仕組
みをベンチマークし，そのルール
や型を積極的に導入してきたはず
だ。しかし表層的な仕組みが日本
企業のなかに入ってきても中身が
伴わない，運用が追いついていな
いので，多くの人事領域では期待
されたほどの効果を挙げられてい
ないという構図になっている。そ
れに対する 1つの解決策はデータ
マネジメントの活用であろう。ス
ピーディな意思決定や合理的な組

織・人事マネジメントにデータの
活用は欠かせないが，仕組み化に
よるガバナンス強化にもデータマ
ネジメントは後押しとなる。例え
ばタレントマネジメントであれば
実際のユーザーアクセス分析によ
る活用度把握や求められる人材要
件の充足度状況，組織設計であれ
ば要員管理の観点から報酬水準や
人員数をデータで瞬時に把握でき
れば，グローバル本社として遠隔
であっても各国の人事課題を的確
に把握・分析し，次の一手につな
げることができる。仕組みを入れ
て終わりではなく，その後をトラ
ッキングして改善に活かすことが
何よりも大切である。またデータ
マネジメントによる後押しは海外
現地法人の経営者や人事部門と交
渉が不得手な日本企業の人事にと
っても朗報だ。個人的なリーダー
シップ力やコミュニケーション力
とは無関係にデータで示す考察は
高い説得力を持って，相手にやる

べきことを正しく伝える影響力を
持っている。感覚ではなくデータ
を示して，非効率性や進捗の遅れ
をグローバル本社として指摘し，
正しい方向へと導くことができる
わけだ。
　しかし，残念ながらこのデータ
活用・分析という領域でも日本は
出遅れている。デロイトが行った
『グローバル人事トレンド2014』
と題した調査（94ヵ国・2,532人
のビジネスリーダー・人事責任者
に調査）では，人事データの活用・
分析はグローバルでみても人事課
題の優先度と対応度の乖離が大き
い項目であり，とりわけ日本は対
応度が低いことが明らかになった
（図表 3）。仕組みを模倣する段階
から脱却し，データマネジメント
を通じて，日本企業はグローバル
本社人事機能を強化し，自社のグ
ローバル組織・人事施策を主導し
ていくことが今求められている。

図表 3　グローバルな視点からの組織・人材課題

■Deloitteは『グローバル人事トレンド2014』と題した調査を実施し，グローバルな視点か
ら組織・人事動向を包括的に捉えることを試みた
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ーシップ，人事データ分析・活用，人事の専門性が挙げ
られた

特に優先度・対応度のギャップが大きい課題

示唆2
■グローバル全体でみても人事のデータ分析・活用の対応
度が相対的に遅れている（対応度32％）
■日本の対応度は16％にとどまり，後塵を拝している
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